
　

最
重
点
候
補
で
あ
る
榛
葉
賀

津
也
会
長
を
は
じ
め
と
す
る
国

会
議
員
懇
所
属
の
４
人
は
、
Ｊ

Ｒ
連
合
の
政
策
実
現
に
向
け
て

日
頃
よ
り
私
た
ち
の
行
事
に
参

画
す
る
な
ど
連
携
を
深
め
る
と

と
も
に
、
各
種
政
策
課
題
を
受

け
止
め
、
本
会
議
や
各
種
委
員

会
に
お
け
る
質
疑
な
ど
具
体
的

な
国
会
活
動
へ
と
つ
な
げ
て
き

た
。
ま
た
、
Ｊ
Ｒ
二
島
・
貨
物

会
社
の
経
営
自
立
と
い
っ
た
骨

太
の
課
題
解
決
に
向
け
て
も
そ

れ
ぞ
れ
の
人
脈
や
知
見
を
最
大

限
に
活
か
し
た
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の

支
援
を
行
っ
て
き
た
。

　

比
例
区
重
点
候
補
は
、
安
全

や
政
策
の
課
題
、
労
働
条
件
等

の
課
題
共
有
を
図
る
と
と
も
に
、

組
織
内
候
補
の
自
治
体
議
員
選

挙
で
も
連
携
し
、
日
頃
よ
り
関

係
が
深
い
４
つ
の
産
別
等
（
電

力
総
連
・
Ｕ
Ａ
ゼ
ン
セ
ン
・
私
鉄

総
連
・
Ｊ
Ｐ
労
組
）の
出
身
者
で

あ
り
、
４
人
そ
れ
ぞ
れ
が
実
際

に
役
員
を
務
め
て
い
た
。ま
た
、

既
に
全
員
が
「
21
世
紀
の
鉄
道

を
考
え
る
議
員
フ
ォ
ー
ラ
ム
」に

所
属
し
て
お
り
、
日
頃
よ
り
共

有
す
る
課
題
に
基
づ
き
、
具
体

的
な
質
疑
等
も
展
開
し
て
き
た
。

　

ま
ず
電
力
総
連
出
身
の
浜
野

よ
し
ふ
み
議
員
は
、
国
土
交
通

委
員
会
で
持
続
的
な
地
域
公
共

交
通
の
実
現
に
向
け
、
Ｊ
Ｒ
連

合
の
政
策
提
言
に
基
づ
く
質
疑

を
行
っ
た
ほ
か
、
環
境
委
員
会

で
Ｊ
Ｒ
貨
物
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
推
進
に
向
け
た
質
疑
を
繰

り
返
し
行
っ
て
き
た
。
同
様
に

私
鉄
総
連
出
身
の
も
り
や
た
か

し
議
員
も
、
国
交
委
員
会
に
お

い
て
、
Ｊ
Ｒ
二
島
貨
物
・
整
備

新
幹
線
・
鉄
道
や
バ
ス
と
い
っ

た
地
域
公
共
交
通
に
係
る
課
題

に
つ
い
て
繰
り
返
し
質
疑
を
展

開
し
て
き
た
。
Ｕ
Ａ
ゼ
ン
セ
ン

出
身
の
田
村
ま
み
議
員
は
、
Ｊ

Ｒ
産
業
が
抱
え
る
労
働
法
制
や

カ
ス
タ
マ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の

課
題
も
受
け
厚
生
労
働
委
員
会

で
質
疑
を
展
開
し
て
き
た
。
Ｊ

Ｐ
労
組
の
小
沢
ま
さ
ひ
と
議
員

と
は
、
閑
散
線
区
に
お
け
る
お

客
様
の
乗
降
介
助
と
い
っ
た
ソ

フ
ト
面
の
課
題
に
対
し
、
郵
便

局
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
用
し
た

解
決
を
図
る
こ
と
が
で
き
な
い

か
等
の
検
討
を
続
け
て
い
る
。

　

選
挙
区
選
挙
で
は
、
改
選
期

を
迎
え
る
「
21
世
紀
の
鉄
道

を
考
え
る
議
員
フ
ォ
ー
ラ
ム
」所

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
４
月
24
日
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
重
点
政
策
集
２
０

２
５

－

２
０
２
６
」
を
用
い
て
、

大
臣
（
国
土
交
通
部
門
会
議
）

を
は
じ
め
、
国
会
議
員
・
秘
書

あ
わ
せ
て
総
勢
50
人
が
参
加

し
た
。

　
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら
は
荻
山
市
朗

会
長
ほ
か
石
川
敏
也
産
業
政
策

局
長
ら
が
参
画
。
荻
山
会
長

は
、
４
月
25
日
で
福
知
山
線
列

車
事
故
か
ら
20
年
を
迎
え
る
こ

と
に
触
れ
つ
つ
、

昨
今
Ｊ
Ｒ
の
信

用
失
墜
に
つ
な

が
る
不
安
全
事

象
が
増
え
て
い

る
こ
と
に
も
触

れ
、
改
め
て
労

働
組
合
と
し
て

安
全
確
立
を
追

求
し
て
い
く
決

意
を
述
べ
た
。

　

石
川
局
長
か

ら
は
、「
Ｊ
Ｒ

連
合
重
点
政
策
集
２

０
２
５

－２
０
２
６
」を

用
い
て
、
主
に「
Ｊ
Ｒ

二
島
・
貨
物
の
経
営
自

立
」「
持
続
可
能
な
地

域
公
共
交
通
の
確
立
」

「
高
速
鉄
道
・
新
幹
線

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構

築
・
推
進
」
に
向
け

た
政
策
課
題
に
つ
い

て
説
明
。
と
り
わ
け

Ｊ
Ｒ
二
島
・
貨
物
問

題
に
つ
い
て
、
Ｊ
Ｒ
北

海
道
の
黄
線
区
問
題

の
総
括
的
検
証
と
Ｊ

Ｒ
貨
物
の
線
路
使
用

料
改
訂
が
間
も
な
く
期
限
の
２

０
２
７
年
３
月
を
迎
え
る
旨
に

も
言
及
し
、
待
っ
た
な
し
の
状

況
に
あ
る
こ
と
を
強
調
し
た
。

　

出
席
議
員
か
ら
は
、
Ｊ
Ｒ
貨

物
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト
の
ネ
ッ

ク
と
な
っ
て
い
る
課
題
や
、
北

陸
新
幹
線
の
ル
ー
ト
問
題
が
一

部
で
再
燃
し
て
い
る
こ
と
を
踏

ま
え
て
の
Ｊ
Ｒ
連
合
と
し
て
の

ス
タ
ン
ス
等
に
つ
い
て
質
問
が

出
さ
れ
た
。

第27回参議院議員選挙
ＪＲ連合の政策実現に向け
人物本位・政策本位の政治活動を展開しよう！

　

本
年
７
月
28
日
の
任
期
満
了
に
伴
う
第
27
回
参
議
院
議
員
選

挙
は
、
５
月
31
日
時
点
で
選
挙
日
程
は
正
式
決
定
さ
れ
て
い
な

い
が
、
公
職
選
挙
法
等
の
定
め
に
従
い
、
７
月
の
実
施
が
想
定

さ
れ
て
い
る
。

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
「
国
会
議
員
懇
談
会
」
所
属
議
員
を
最
重
点
候

補
、「
21
世
紀
の
鉄
道
を
考
え
る
議
員
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
所
属
議

員
を
重
点
候
補
に
決
定
し
て
同
選
挙
に
臨
む
。
と
り
わ
け
、
日

頃
よ
り
各
種
活
動
に
お
い
て
連
携
を
図
る
産
別
等
出
身
の
候
補

４
人
に
つ
い
て
は
、
昨
夏
の
第
34
回
定
期
大
会
で
推
薦
を
決
定

し
、
こ
の
間
も
よ
り
一
層
の
連
携
を
深
め
て
き
た
。

　

来
た
る
参
議
院
議
員
選
挙
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
実
現
に
つ

な
げ
る
政
治
活
動
の
重
要
性
を
改
め
て
浸
透
さ
せ
、
人
物
本
位
・

政
策
本
位
の
政
治
活
動
を
各
級
機
関
で
展
開
し
て
い
く
。

国民民主党・玉木代表に重点政策を要請

比例区重点候補
《連携産別等組織内候補》
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強くしなやかな
JR産業を築くために

組織と運動を磨き、責任ある活動を
全力で推し進めよう！

JR連合

JR連合

（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。
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税
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改
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Ｊ
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連
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反
映

令
和
７
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議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）
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強くしなやかな
JR産業を築くために

組織と運動を磨き、責任ある活動を
全力で推し進めよう！

JR連合

JR連合

（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った
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回
総
会

安
全
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安
心
で
将
来
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希
望
が
持
て
る
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Ｒ
グ
ル
ー
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創
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し
よ
う
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労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）
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JR連合

（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った
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第
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総
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安
全
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安
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で
将
来
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希
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が
持
て
る
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Ｒ
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組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
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を
創
造
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よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。

令
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７
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予
算
概
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税
制
改
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Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映

令
和
７
年
度
予
算
概
算
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求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

ようこそJR連合へ

貨物鉄産労（九州地区本部）
2024年9月、新たに２名が加入
JR連合・貨物鉄産労への総結集をめざそう！
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ＪＲ北労組に社会人採用者が加入
〈５月１日付〉

ＪＲ連合８万５０００人の仲間は
ＪＲ北労組への加入を歓迎します

属
の
各
議
員
を
重
点
候
補
、
地

方
連
合
会
の
推
薦
候
補
者
を
一

般
候
補
と
し
て
選
挙
戦
に
臨
む
。

　

最
重
点
候
補
・
比
例
区
重
点

候
補
の
８
人
に
つ
い
て
は
、
ホ
ー

ムペ
ー
ジ
の
Ｑ
Ｒ
コ
ー
ド
を
掲
載
し

た
。
こ
こ
か
ら
経
歴
や
政
策
等

を
把
握
す
る
と
と
も
に
、
エッ
ク

ス
や
イ
ン
ス
タ
グ
ラ
ム
等
の
Ｓ

Ｎ
Ｓ
に
よ
る
日
々
の
情
報
発
信

も
確
認
す
る
な
ど
、組
合
員
個
々

が
主
体
性
を
持
っ
て
政
治
活
動

に
参
画
す
る
こ
と
を
要
請
す
る
。

◇
最
重
点
候
補（
国
会
議
員
懇
談
会
）

　
　
（
別　

掲
）

◇
比
例
区
重
点
候
補

　
　
（
別　

掲
）

◇
選
挙
区
重
点
候
補

・
勝
部　

賢
志
議
員（
北
海
道
）

・
永
江　

孝
子
議
員（
愛
媛
県
）

・
野
田　

国
義
議
員（
福
岡
県
）

国
民
民
主
党
・
立
憲
民
主
党
へ
の
要
請
行
動

Ｊ
Ｒ
二
島
・
貨
物
問
題
の

解
決
に
向
け
た
連
携
を
要
望

国
民
民
主
党
、
立
憲
民
主
党
に

対
す
る
要
請
行
動
を
実
施
し
た
。

　

国
民
民
主
党
要
請
時
に
は
、

玉
木
雄
一
郎
代
表
を
は
じ
め
、

国
会
議
員
・
秘
書
あ
わ
せ
て
総

勢
40
人
が
参
加
し
、
立
憲
民

主
党
要
請
時
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合

国
会
議
員
懇
談
会
副
会
長
を
務

め
る
泉
健
太
前
代
表
、
大
島
敦

企
業･

団
体
交
流
委
員
長
、
小

宮
山
泰
子
ネ
ク
ス
ト
国
土
交
通

立憲民主党・大島企業団体交流委員長に重点政策を要請

  お   ざわ

小沢 まさひと
【ＪＰ労組】

《支援単組：ＪＲ東海ユニオン》

  

もりや たかし
【私鉄総連】

《支援単組：ＪＲ北労組・ＪＲ西労組・
貨物鉄産労・自動車連絡会》

  た   むら

田村 まみ
【ＵＡゼンセン】

《支援単組：ＪＲＥユニオン・ＪＲ東海ユニオン・
ＪＲ四国労組・ＪＲ九州労組》

 はま   の

浜野 よしふみ
【電力総連】

《支援単組：ＪＲ西労組・ＪＲ東海ユニオン》

「結」あなたと創る
“国民が主人公の政治を”

働く者が報われる社会、
平和で安心して

暮らせる社会の実現へ

働く｢仲間｣の
｢笑顔｣のために

まっすぐに力強く。
働く仲間のために！

最重点候補《国会議員懇談会》

     

な
が
は
ま      

ひ
ろ
ゆ
き

長
浜  

博
行

   

し
ん  

ば       

か    

づ    

や

榛
葉
賀
津
也

     

ひ
ろ   

た             

は
じ
め

広
田     

一

     

も
り
も
と      

し
ん   

じ

森
本  

真
治

【千葉県】 【静岡県】

【徳島県・
高知県】 【広島県】

ガラス張りの政治！ 「対決」よりも「解決」
給料を上げる。国を守る。

  くらしによりそう
社会の実現！

平和・暮らし・
ふるさとを守る



ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
西
日
本
交
通
サ
ー

ビ
ス
労
組　
　
　
〈
２
月
17
日
〉

・
ベ
ア　

１
万
６
０
０
０
円

・
年
間
臨
給　
４・６
カ
月
な
ど

Ｊ
Ｒ
西
日
本
中
国
メ
ン
テ
ッ
ク

労
組　
　
　
　
　
〈
３
月
18
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

７
０
０
０
円
な
ど

四
万
十
の
宿
労
組〈
３
月
22
日
〉

・
年
末
年
始
の
勤
務
に
対
す
る

時
給
増

Ｎ
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
労
組〈
３
月
26
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

１
万
３
０
０
０
円

レ
ー
ル
テ
ッ
ク
労
組〈
３
月
28
日
〉

・
ベ
ア　

１
万
２
０
０
０
円

〈
夏
季
賞
与
４
月
24
日
〉

・
夏
季
賞
与　

３
・
１
カ
月

Ｊ
Ｒ
西
日
本
ヴ
ィ
ア
イ
ン
労
組

〈
３
月
28
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

５
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　
１・９
カ
月
な
ど

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
貨
物
・
南
関
東
ロ

ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
労
組〈
３
月
31
日
〉

・
定
期
昇
給　

実
施

・
ベ
ア　

３
％
（
平
均
６
２
８

　

７
円
）

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
サ
ー
ビ
ス
ネ
ッ

ト
広
島
労
組　
　
〈
４
月
８
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

６
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　
１・５
カ
月
な
ど

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
西
日
本
メ
ン
テ
ッ

ク
労
組　
　
　
　
〈
４
月
10
日
〉

・
ベ
ア　

５
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　
２・６
カ
月
な
ど

Ｊ
Ｒ
九
州
リ
テ
ー
ル
労
組

〈
４
月
11
日
〉

・
ベ
ア　

３
０
０
０
円

・
年
度
末
一
時
金
０
・５
カ
月

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
西
日
本
ビ
ル
ト

労
組　
　
　
　
　
〈
４
月
14
日
〉

・
ベ
ア　

１
万
５
０
０
円

・
年
間
臨
給　
５・６
カ
月
な
ど

セ
ン
ト
ラ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
労
組

〈
４
月
16
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

１
万
１
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

２
・
75
カ
月

　

＋
３
万
円

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
西
日
本
伊
勢
丹

労
組　
　
　
　
　
〈
４
月
16
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

１
万
円

・
年
間
臨
給　

１
・
６
カ
月
〜

５
・
１
カ
月
な
ど

Ｊ
Ｒ
九
州
シ
ス
テ
ム
ソ
リ
ュ
ー

シ
ョ
ン
ズ
労
組
〈
４
月
18
日
〉

・
賃
金
制
度
改
正
に
よ
る
月
例

給
与
25
％
引
上
げ

・
賞
与　
年
１
回（
６
月
）に
見
直
し

Ｊ
Ｒ
西
日
本
テ
ク
ノ
ス
労
組

〈
４
月
18
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

１
万
円

・
年
間
臨
給　

４
・
８
カ
月
＋

10
万
円
な
ど

西
日
本
電
気
テ
ッ
ク
労
組

〈
４
月
18
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

１
万
円

・
夏
季
賞
与　
２・７
カ
月
な
ど

四
国
Ｋ
Ｉ
Ｏ
Ｓ
Ｋ
労
組

〈
４
月
18
日
〉

・
定
期
昇
給　

実
施

・
ベ
ア　

５
５
５
０
円

後
藤
工
業
労
組　
〈
４
月
21
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

１
万
円

・
年
間
臨
給　
３・３
カ
月
な
ど

東
海
交
通
事
業
労
組〈４

月
22
日
〉

・
定
期
昇
給　

標
準
乗
数
４

・
ベ
ア　

７
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

１
・８
カ
月

新
幹
線
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
東
海
労
組

〈
４
月
23
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

６
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

２
・
５
カ
月
＋

３
万
円
な
ど

Ｊ
Ｒ
西
日
本
Ｉ
Ｔ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ

ン
ズ
労
組　
　
　
〈
４
月
24
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

８
５
０
０
円
〜
１
万

　

２
５
０
０
円

・
年
間
臨
給　

４
・
４
カ
月

Ｊ
Ｒ
四
国
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
開
発

労
組　
　
　
　
　
〈
４
月
24
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

２
５
０
０
円
な
ど

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
東
海
関
西
開
発

労
組　
　
　
　
　
〈
４
月
24
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

１
万
円

・
夏
季
賞
与　

２
・９
カ
月

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
東
海
高
島
屋
労
組

〈
４
月
24
日
〉

・
ベ
ア　

平
均
７
６
６
９
円
、

　

定
昇
込
み
２
万
２
０
０
９
円

（
職
種
統
合
含
む
）

・
夏
季
賞
与　

２
・８
カ
月

Ｊ
Ｒ
東
海
リ
テ
イ
リ
ン
グ
・
プ

ラ
ス
労
組　
　
　
〈
４
月
30
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

平
均
８
５
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

２
・
65
カ
月

Ｊ
Ｒ
西
日
本
新
幹
線
テ
ク
ノ
ス

労
組　
　
　
　
　
〈
４
月
30
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

１
万
円

・
夏
季
賞
与　

３
カ
月
な
ど

Ｊ
Ｒ
西
日
本
ポ
シ
ブ
ル
医
科
学

労
組　
　
　
　
　
〈
４
月
30
日
〉

・
所
長
手
当
の
見
直
し

・
所
長
代
理
手
当
の
見
直
し

東
海
整
備
労
組
〈
５
月
２
日
〉

・
定
期
昇
給　

実
施

・
ベ
ア　

１
万
３
２
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

１
・
９
カ
月
＋　

　

成
績
給

東
京
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
開
発
労
組

〈
５
月
13
日
〉

・
定
期
昇
給　

完
全
実
施

・
ベ
ア　

１
万
３
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

３
・
１
カ
月

関
西
新
幹
線
サ
ー
ビ
ッ
ク
労
組

〈
５
月
13
日
〉

・
定
期
昇
給　

実
施

・
ベ
ア　

８
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　

２
・
５
カ
月
＋

３
万
円
な
ど

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
東
海
物
流
労
組

〈
５
月
16
日
〉

・
定
期
昇
給　

実
施
（
標
準
乗

数
３
）

・
ベ
ア　

７
０
０
０
円

・
夏
季
賞
与　
２
・
55
カ
月
な
ど

を
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
し
、

田
中
名
誉
教
授
、
曽
原
執
行
理

事
に
加
え
、
運
輸
労
連
坂
井
俊

文
書
記
次
長
、
Ｊ
Ｒ
連
合
石
川

敏
也
産
業
政
策
局
長
お
よ
び
交

運
労
協
慶
島
譲
治
事
務
局
長
を

パ
ネ
リ
ス
ト
に
「
交
通
運
輸
・

観
光
サ
ー
ビ
ス
産
業
の
人
材
確

保
の
た
め
の
対
策
を
考
え
る
」

と
題
し
て
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ

シ
ョ
ン
を
実
施
し
た
。

　

石
川
局
長
は
Ｊ
Ｒ
産
業
の
構

造
や
現
状
の
課
題
を
説
明
し
た

う
え
で
「
官
と
民
が
連
携
し
て

課
題
に
対
処
し
、
行
政
と
協
働

で
人
財
確
保
・
定
着
を
図
る
べ

２
０
２
５
春
季
生
活
闘
争　

グ
ル
ー
プ
労
組
妥
結
状
況

62
単
組
で
妥
結
・
ベ
ア
獲
得

（
５
月
14
日
時
点
報
告
分
ま
で
）

　

組
織
合
流
を
目
的
に
新
鉄
労

組
と
昨
年
10
月
よ
り
対
話
を
重

ね
て
き
た
Ｊ
Ｒ
Ｅ
ユ
ニ
オ
ン
は
、

５
月
17
日
に
東
京
都
内
で
第

13
回
臨
時
大
会
を
開
催
し
、

ま
ず
は
14
人
の
仲
間
を
迎
え
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
２
月
に
Ｊ
Ｒ
東

日
本
ユ
ニ
オ
ン
を
脱
退
し
て
加

他
、
田
村
ま
み
参
議
院
議
員
か

ら
も
激
励
の
挨
拶
が
な
さ
れ
、

国
会
議
員
懇
談
会
の
榛
葉
会
長

か
ら
は
「
あ
る
べ
き
労
使
関
係

を
政
治
の
側
面
か
ら
も
支
援
す

る
」と
の
温
か
い
動
画
メ
ッ
セ
ー

ジ
も
寄
せ
ら

れ
た
。

　

討
論
で
は

各
代
議
員
よ

り
、加
入
・
合

流
に
あ
た
っ
て
の
決
断
と
今
後

の
決
意
が
語
ら
れ
た
。

　

ア
ッ
プ
グ
レ
ー
ド
し
た
新
生

Ｊ
Ｒ
Ｅ
ユ
ニ
オ
ン
は
、
Ｊ
Ｒ
東

日
本
で
働
く
組
合
員
・
社
員
と

家
族
の
幸
せ
実
現
に
向
け
た
運

動
に
改
め
て
邁
進
し
て
い
く
。

入
し
た
25
人
の
仲
間
と
合
わ
せ
、

総
勢
39
人
の
仲
間
が
Ｊ
Ｒ
Ｅ
ユ

ニ
オ
ン
に
加
入
し
た
形
と
な
る
。

　
Ｊ
Ｒ
連
合
・
支
援
単
組
の
役

員
ら
は
来
賓
と
し
て
出
席
。
荻

山
会
長
は
「
安
全
面
か
ら
も
民

主
的
な
労
働
組
合
と
の
健
全
な

労
使
関
係
が
重
要
」と
説
い
た
。

支
援
単
組
代
表
の
Ｊ
Ｒ
西
労
組・

上
村
良
成
中
央
執
行
委
員
長
は

「
良
い
労
組
が
良
い
会
社
を
作

る
」と
さ
ら
な
る
拡
大
に
向
け
た

激
励
の
言
葉
を
発
し
た
。
こ
の
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交
運
労
協
は
５
月
19
日
、東
京

都
内
で「
第
30
回
交
通
運
輸
政
策

研
究
集
会
」を
開
催
し
た
。「
交

通
運
輸
・
観
光
サ
ー
ビ
ス
産
業

を
魅
力
あ
る
職
業
と
す
る
た
め

に
」
を
テ
ー
マ
に
、
会
場
に
は
総

勢
約
１
８
０
人
が
参
集
。
Ｊ
Ｒ

連
合
か
ら
は
交
運
労
協
政
策
委

員
長
を
務
め
る
荻
山
会
長
を
は

じ
め
と
す
る
役
員
・
各
単
組
代

表
者
14
人
が
参
画
し
た
。

　

冒
頭
、
交
運
労
協
を
代
表
し

池
之
谷
潤
議
長
が
「
人
手
不
足

と
い
う
喫
緊
の
課
題
を
克
服
す

べ
く
、
活
発
な
議
論
の
も
と
実

り
あ
る
集
会
に
し
よ
う
」
と
挨

拶
。
基
調
講
演
で
は
筑
波
大
学

の
田
中
洋
子
名
誉
教
授
が
ド
イ

ツ
と
日
本
の
働
き
方
の
違
い
等

に
つ
い
て
、
空
港
グ
ラ
ン
ド
ハ

ン
ド
リ
ン
グ
協
会
の
曽
原
倫
太

郎
執
行
理
事
は
グ
ラ
ハ
ン
業
界

の
課
題
や
業
界
団
体
の
取
り
組

み
に
つ
い
て
報
告
し
た
。

　

続
い
て
、
荻
山
政
策
委
員
長

交
運
労
協
第
30
回
交
通
運
輸
政
策
研
究
集
会

人
財
を
確
保
し
、

魅
力
あ
る
産
業
と
す
る
た
め
にパネルディスカッションでは、産業の魅力向上のため交運労協

一体となった取り組みを議論した

小
林
委
員
長
の
団
結
が
ん
ば
ろ
う

き
」
等
と
発
言
。
荻
山
政
策
委

員
長
が
「
産
業
の
魅
力
向
上
に

は
労
働
者
起
点
で
の
取
り
組
み

と
あ
わ
せ
て
、
消
費
者
目
線
で

の
理
解
醸
成
も
必
要
。
交
運
労

協
一
体
と
な
り
取
り
組
も
う
」

と
ま
と
め
た
。

　

最
後
に
、
櫻
田
あ
す
か
副
議

長
が
「
誰
も
が
働
き
や
す
い
魅

力
あ
る
産
業
に
し
て
い
く
た

め
、
一
致
団
結
し
よ
う
」
と
呼

び
か
け
た
。

　
Ｊ
Ｒ
連
合
は
集
会
で
得
た
知

見
を
共
有
し
、
交
運
労
協
の
一

員
と
し
て
引
き
続
き
課
題
解
決

に
取
り
組
ん
で
い
く
。

パネリスト
石川産業政策局長

コーディネーター
荻山政策委員長

　私たち四国鉄道機械ユニオン（四国鉄機
ユニオン）は、ＪＲ四国グループの一員で
ある四国鉄道機械に勤める社員で構成され
る労働組合です。
　本年４月、ＪＲ四国グループにおける部
門再編として、ジェイアール四国メンテナ
ンス（メンテナンス労組）組合員が従前行っ
ていた車両検修業務の一部が四国鉄道機械
に移行することとなり、メンテナンス労組
組合員の一部が転籍することとなりました。
四国鉄道機械においても、引き続き働く側
からの現状を会社にしっかりと訴え、生活
改善を図るための話し合いを行っていく必
要があると考え、メンテナンス労組組合員
が中心となり、組織化に向け取り組みを進
めてきました。従前から四国鉄道機械に在
籍する仲間の理解も得ながら、今年の４月
10日に結成大会を開催し、78人の組織と
して歩みはじめ、ＪＲ連合第11回執行委
員会（４月22日開催）でＪＲ連合への加
盟が承認されました。
　四国鉄道機械では、鉄道車両の検査修繕

業務に加え、鉄道車両部品の販売、空調や
洗浄装置など機械の整備保守を行っていま
す。四国４県に職場があることから、組合
員同士の「横の繋がり」を重視し、お互い
が信頼関係を持てるような組織づくり、ま
たその中で、個々の組合員の声をしっかり
と把握し問題解決を図り、人と人とのつな
がりが広がるよう取り組みを進めたいと思
います。ともに頑張りましょう。

四国鉄道機械ユニオン
～全国の仲間を

　 応援しよう～

ＪＲ連合
ふれあいキャンペーン

グループ労組めぐり

Ｊ
Ｒ
Ｅ
ユ
ニ
オ
ン
第
13
回
臨
時
大
会

新
鉄
労
組
か
ら

Ｊ
Ｒ
Ｅ
ユニ
オ
ンへ
14
人
が
合
流


